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「衛星放送の将来像に関する研究会」 

（第２回会合）議事要旨 

 

 

１ 日時 

  平成１７年１１月１５日（火） １４：００～１６：１５ 

２ 場所 

  総務省 １００１会議室（１０階） 

３ 出席者 

 (1)構成員（五十音順、敬称略） 

浅野睦八、荒川亨、石橋庸敏、植村伴次郎、音好宏、岸上順一、髙畑文雄、竹中一夫、 

鳥居昭夫、長田三紀、舟田正之 

 (2)総務省 

    清水政策統括官、河野官房審議官、岡崎地域放送課長、今林衛星放送課長、 

山本衛星放送課調査官、筬島衛星放送課課長補佐 

 (3)事業者・団体 

・株式会社放送衛星システム 

  大和久徹（技師長）、星野均（企画部担当部長） 

・社団法人衛星放送協会 

  竹岡哲朗（副会長）、須田真司（理事） 

・株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 

  重村一（代表取締役社長）、仁藤雅夫（常務取締役） 

４ 議事内容 

 (1)開会 

 (2)衛星放送の将来像に関する研究会幹事会（第１回会合）について 

 (3)衛星放送に係るサービス及び技術の将来像に関する意見陳述等 

  ・日本放送協会 

  ・株式会社放送衛星システム 

  ・社団法人衛星放送協会 

・株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 

 (4)全体討議 

 (5)閉会 

５ 主な議論 

  事務局から席上配布資料及び衛星放送の将来像に関する研究会（第１回会合）について説明

がなされた。 

音同研究会幹事会主査より同研究会幹事会（第１回会合）の概要について説明がなされた。 

衛星放送に係るサービス及び技術の将来像に関し、以下のような意見陳述等が行われた。 

 (1)日本放送協会 

   ・ＢＳデジタル放送の普及数は、２００５年８月末で１０００万の大台を超え、今後も順調に
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増加することが予想され、当研究会のテーマに関しては、３０００万世帯を超える視聴者が

いるという前提で検討する必要。その意味で、ＢＳアナログ３ｃｈの跡地の放送方式に関し

ては、既存のほとんどの受信機でそのまま視聴できる現行方式（ＭＰＥＧ２）を採用するこ

とが、視聴者にとって最もメリットが大きいものと考える。もし別方式にすると、視聴者は

新規の受信機に買い換えるか買い足すというデメリットが発生する。 

・新４ｃｈの利用については、H.264 や H.265 等の新方式を採用することが視聴者にとって本

当にプラスになるのか慎重に検討する必要。日本のテレビ放送は５０年以上の長きにわたっ

てＮＴＳＣという１つの方式を採用し続けたことで、受信世帯数を順調に伸ばし、今では無

くてはならない存在。そして現在ＭＰＥＧ２という新方式に地上波もＢＳ波も移行中であり、

視聴者の新たな負担等を考慮すれば、しばらくはこの方式を継続し、その変更は地上波もＢ

Ｓ波も長期的なスパンで検討すべき。また、新４ｃｈを引き続き担保する観点からはこれら

のｃｈを何らかの形で利用することが重要という考え方もある。ＢＳ放送全体を新方式へ移

行するにあたってのサイマル運用としての利用や、4000 本テレビ放送等の新たな放送サー

ビスの実験・開発用としての利用等慎重な検討が必要ではないか。 

  (2)株式会社放送衛星システム 

  ・ＢＳ放送は、準基幹的放送メディアとして安定継続を最優先にした長期的な運用計画によ

り、衛星や地上設備を確保して行くことが必要である。 

   ・東経１１０度におけるＢＳとＣＳの共用については、設計及び運用にあたり諸々の課題が

あり、困難ではないか。 

 (3)社団法人衛星放送協会 

  ・放送事業者として、東経１１０度ＣＳを利用して大規模にサービス展開するためには、委

託放送事業者よりも衛星役務利用放送事業者の方が望ましい。また、大規模役務利用放送

事業者の中に衛星を取り込むどうかは将来検討であるが、現行のハード・ソフト分離制度

の趣旨をいかしながら、大規模展開を可能にすることによって、マーケットをより拡大し

ていくことが必要ではないか。 

  ・大規模役務利用放送事業者のサービス内容としては、マーケティングや視聴者サービス、

パッケージング、チャンネル編成に関し、番組供給事業者との契約をどう進めるべきなの

か、パッケージング編成をどうすべきなのか等について事前に法制度で規定することが望

ましいのではないか。 

(4)株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ 

・プラットフォームの立場からすれば、衛星放送については、ブロードバンド化等に伴う放

送と通信の融合の動向を踏まえると、現行制度が柔軟に適応していかないと、衛星放送そ

のものの将来が危ないと考えている。この点、衛星放送の先人であったアメリカ、欧州を

参考に、視聴者の視点に立った商品づくりができるような制度が必要ではないか。 

・衛星放送事業者が１社になると独占の問題が出てくる可能性があるが、多チャンネルビジ

ネスという市場では、衛星だけでなくケーブルもあり、更にライバルはブロードバンドや

地上民放放送事業者等も視野に入れる必要があると考えており、放送事業者や番組供給事

業者に対し優越的地位を濫用しない担保があれば、視聴者にとってはより選択肢が拡大し

望ましいのではないか。                           （了） 


